参考法令

○激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律

（私立学校施設災害復旧事業に対する補助） 

第17条　国は、激甚災害を受けた私立の学校（学校教育法 （昭和22年法律第26号）第１条に規定する学校をいう。以下同じ。）の用に供される建物等であつて政令で定めるものの災害の復旧に要する工事費及び事務費について、当該私立の学校の設置者に対し、政令で定めるところにより、予算の範囲内において、その二分の一を補助することができる。 

２ 　前条第二項及び第三項の規定は、前項の規定により国が補助する場合について準用する。この場合において、同条第二項中「当該施設の建物等」とあるのは「当該私立の学校の用に供される建物等」と、同条第三項中「都道府県の教育委員会」とあるのは「都道府県知事」とそれぞれ読み替えるものとする。 

３ 　私立学校振興助成法 （昭和五十年法律第六十一号）第十二条 から第十三条 まで並びにこれらの規定に係る同法 附則第二条第一項 及び第二項 の規定は、第一項の規定により国が補助する場合について準用する。
	（参考）同法第16条 　

２ 　前項に規定する工事費は、当該施設の建物等を原形に復旧する（原形に復旧することが不可能な場合において当該建物等の従前の効用を復旧するための施設をすること及び原形に復旧することが著しく困難であるか又は不適当である場合において当該建物等に代わるべき必要な施設をすることを含む。）ものとして算定するものとする。この場合において、設備費の算定については、政令で定める基準によるものとする。

３ 　国は、政令で定めるところにより、都道府県の教育委員会が文部科学大臣の権限に属する第一項の補助の実施に関する事務を行なうために必要な経費を都道府県に交付するものとする。


○激甚災害に対処するための特別の財政援助等に関する法律施行令
（私立学校施設災害復旧事業に対する補助） 

第36条　法第17条第１項 の政令で定める建物等は、激甚災害を受けた一の私立の学校の用に供される建物等の復旧に要する工事費の額を被災時における当該私立の学校の幼児、児童、生徒又は学生（以下次条並びに別表第三及び別表第四において「児童等」という。）の数で除して得た額が750円以上のものとする。 

第37条　法第17条第１項 の規定による国の補助は、被災私立学校施設（同項 に規定する被災私立学校施設をいう。以下この条及び次条において同じ。）のうち、その災害の復旧に要する一の私立の学校当たりの工事費の額が、幼稚園にあつては60万円以上、特別支援学校にあつては90万円以上、小学校及び中学校にあつては150万円以上、高等学校にあつては210万円以上、短期大学～（略）～以上であるものについてそれぞれ行うものとする。ただし、明らかに設計の不備若しくは工事施行の粗漏に基づいて生じたと認められる被害に係るもの又は著しく維持管理の義務を怠つたことに基づいて生じたと認められる被害に係るものについては、補助を行わないものとする。 

２ 　法第17条第１項 の規定により国が補助する被災私立学校施設の復旧事業費のうち事務費の額は、工事費に100分の１を乗じて算定した額とする。 

３ 　被災私立学校施設の復旧事業費のうち設備費の額は、別表第三上欄に掲げる学校の種類に応じて同表下欄に掲げる児童等一人当たりの基準額に被災時における当該学校の児童等の数（別表第四に定めるところにより、補正を行なうものとする。）を乗じて得た額に、当該学校の別表第二上欄に掲げる建物の被害の程度の区分に応じて同表下欄に掲げる割合及び災害を受けた建物の同表上欄に掲げる区分による被害の程度ごとの面積の当該学校の建物の全面積に対する割合を乗じて算定するものとする。 

４ 　第34条第４項の規定は、前項の場合について準用する。

第38条　法第17条第２項において準用する同法第16条第３項の規定により国が都道府県に交付する経費は、当該都道府県の区域内に私立の学校を設置する学校法人又は学校法人以外の私立の学校の設置者が当該年度中に行なう被災私立学校施設の復旧事業費の総額、当該災害の復旧に係る私立の学校の分布状況等を考慮して、文部科学大臣が交付する。
別表第二　 

	建物の被害の程度の区分E
	設備費の基準額に乗ずべき割合D

	流失の場合
	10/10

	全壊又は全焼の場合
	9/10

	各階につき床上２メートル以上の浸水の場合
	8/10

	各階につき床上1.2メートル以上２メートル未満の浸水の場合
	7/10

	土砂崩壊による半壊の場合
	5/10

	各階につき床上0.7メートル以上1.2メートル未満の浸水の場合及び半壊（土砂崩壊による半壊を除く。）又は半焼の場合
	3/10

	各階につき床上0.3メートル以上0.7メートル未満の浸水の場合及び土砂崩壊による大破の場合
	1/10


別表第三（第三十七条関係） 

	学校の種類
	児童等一人当たり基準額A

	幼稚園
	4,000

	小学校
	5,500

	中学校（中等教育学校の前期課程を含む。）
	7,500

	聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者（身体虚弱者を含む。）である幼児、児童又は生徒に対する教育（以下この表において「聴覚障害等教育」という。）を専ら行う特別支援学校
	14,500

	高等学校
	普通科及び商業学科
	9,500

	
	工業に関する学科
	28,000

	
	家庭に関する学科
	10,500


別表第四（第三十七条関係） 

	学校の種類
	児童等の数
	児童等の数の補正の方法C

	小学校
	50人以下
	50人×1.95

	
	51人から100人まで
	児童等の数×1.95

	
	101人から300人まで
	100人×1.95＋（児童等の数-100人）×0.90

	
	301人から600人まで
	300人×1.25＋（児童等の数-300人）×0.7

	
	601人から1200人まで
	600人×1＋（児童等の数-600人）×0.56

	
	1201人以上
	1200人×0.78＋（児童等の数-1200人）×0.52

	中学校
	50人以下
	50人×1.72

	
	51人から100人まで
	児童等の数×1.72

	
	101人から250人まで
	100人×1.72＋（児童等の数-100人）×0.95

	
	251人から450人まで
	250人×1.26＋（児童等の数-250人）×0.67

	
	451人から900人まで
	450人×1＋（児童等の数-450人）×0.56

	
	900人以上
	500人×0.78＋（児童等の数-900人）×0.42

	特別支援学校
	30人以下
	30人×1.20

	
	31人から60人まで
	児童等の数×1.20

	
	61人から120人まで
	60人×1.20＋（児童等の数-60人）×0.8

	
	121人から180人まで
	120人×1＋（児童等の数-120人）×0.7

	
	181人以上
	180人×0.9＋（児童等の数-180人）×0.5

	高等学校
	50人以下
	50人×3.18

	
	51人から100人まで
	児童等の数×3.18

	
	101人から400人まで
	100人×3.18＋（児童等の数-100人）×0.84

	
	401人から800人まで
	400人×1.41＋（児童等の数-400人）×0.59

	
	801人から1600人まで
	800人×1＋（児童等の数-800人）×0.42

	
	1601人以上
	1600人×0.71＋（児童等の数-1600人）×0.37


